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知的障害者を対象としたオープンカレッジが持つ 
正規課程教育への包摂の志向性 

―猿田真嗣による「教育対象の拡張」と「教育の場の拡張」を分析視角として―
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1．はじめに―問題の所在―

　近年，文部科学省総合教育政策局により「特別支援教

育の生涯学習化」1）政策が推進されている。2019年3月

に「学校卒業後における障害者の学びの推進に関する有

識者会議」（以下，有識者会議とする）による『障害者

の生涯学習の推進方策について―誰もが，障害の有無に

かかわらず共に学び，生きる共生社会を目指して―（報

告）』によれば，「特別支援学校高等部卒業後における知

的障害者等の学びについては，障害福祉サービスと連携

して実施しているものや地域の社会教育施設における学

習機会等があるが，大学における学びの場づくりも，本

人のニーズを踏まえた対応の一つの有力な選択肢となり

える」2）と述べられ，また，「大学を場としてオープンカ

レッジ3）や公開講座を行うことで，本人がモチベーショ

ンを高く持って参加することができること，大学の研究

機能を活用し，研究成果を広く情報発信することができ

るといったことが期待される」4）と述べられている。さ

らには，2020年度に実施された「大学等が開講する主

に知的障害者を対象とした生涯学習プログラムに関する

調査」では，「国立・公立・私立大学等で開講される主

に知的障害者が参加するオープンカレッジ・公開講座等

の生涯学習プログラム」5）をテーマにアンケート及びイ

ンタビュー調査が行われた。このように，「特別支援教

育の生涯学習化」政策では，1990年代後半から始まっ

た知的障害者に対するオープンカレッジや公開講座の取

り組みに関心が寄せられている。

　翻って，近年の取り組み状況について，有識者会議の

委員である田中良三は，「低調だったオープンカレッジ

の取り組みが見直されたことで，今後の展開が期待され

る」6）と述べている。確かに，障害者を対象としたオー

プンカレッジや公開講座を開設・実施している大学が

38／588校（6.46％），短大が9校／217校（4.15％）といっ

たデータ7）からも「低調」であることが理解できる。今

後，オープンカレッジが「特別支援教育の生涯学習化」

政策を推進するに伴って，取り組みが発展する可能性を

見出している。

＊ �愛知県立大学教育福祉学部客員共同研究員，愛知文教大学・
大同大学・名古屋経済大学・名古屋医健スポーツ専門学校・
近畿大学九州短期大学通信教育部非常勤講師，NPO法人見晴
台学園大学客員共同研究員
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　以上の政策動向と取り組みへの展望を背景として，本

論文の目的は，特別支援学校高等部卒業後の知的障害

者に対する教育・学習システムの1つであるオープンカ

レッジが，「特別支援教育の生涯学習化」政策だけでなく，

近年のオープンカレッジと公開講座に関する先行研究で

すら語られなかった正規課程教育への包摂の志向性を有

していることを明らかにする。

　本論文の構成は以下の通りである。まず，猿田真嗣

の「教育対象の拡張」と「教育の場の拡張」を軸に，本

論文の分析視角を設定する（2）。次に，今日における特

別支援学校高等部卒業後における知的障害者に対する教

育・学習システムを整理する中で，オープンカレッジや

公開講座の位置づけを確認する（3）。その上で，「特別

支援教育の生涯学習化」政策におけるオープンカレッジ

と公開講座の位置づけを，有識者会議の報告書にへの評

価である「大学の受け入れ」に着目して整理する（4）。

オープンカレッジと公開講座の政策上の位置づけを明ら

かにした上で，それぞれを初めて実施した大学（オープ

ンカレッジは大阪府立大学，公開講座は東京学芸大学）

で取り組むことに至った過程や志向性から，公開講座と

は異なりオープンカレッジに正規課程教育への包摂が志

向されていたことを明らかにする（5）。まとめと今後の

課題は最後に与えられる（6）。

　なお，大学以外で取り組まれているオープンカレッジ

や公開講座（例：地域の社会教育施設，高等学校，特別

支援学校），障害者を対象としていないオープンカレッ

ジや公開講座（例：資格取得を目的とした社会人や学生

を対象とした講座，高齢者を対象とした講座）は，本論

における考察の対象外とする。

2．�分析視角―猿田による「教育対象の拡張」と
「教育の場の拡張」の軸

　本論文では，分析視角として，猿田による「教育対象

の拡張」（伝統＝青年，非伝統＝成人）と「教育の場の拡張」

（定型＝単位認定をしている講義，非定型＝学外の学習

経験）を軸とした整理を用いる。猿田の整理を分析視角

に用いることで，「特別支援教育の生涯学習化」政策，オー

プンカレッジと公開講座の実践が，知的障害者の正規課

程教育への包摂にどこまで接近しているのかを浮き彫り

することができるからである。

　猿田によれば，大学教育政策において「生涯学習機関

としての大学」論が展開されており，大学公開講座の拡

充や通信教育といった大学における「社会教育的機能の

発揮」（機能的開放論）から，大学への社会人に対して正

規課程教育への受け入れといった正規課程の開放（制度

的開放論）への方向性が検討されてきたと述べている8）。

図 1　猿田真嗣による大学の生涯学習対応をめぐる 4領域（猿田 2004，13
頁を基に筆者が加筆を行った）
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その上で，「教育対象の拡張」と「教育の場の拡張」を軸

に，大学の生涯学習対応について，猿田は，Ⅰの領域（伝

統・定型）・Ⅱの領域（非伝統・定型）・Ⅲの領域（伝統・

非定型）・Ⅳの領域（非伝統・非定型）の4領域を設定し

た【図1】。猿田は，大学の生涯学習対応とは伝統・定型

の正規課程教育（Ⅰ領域）を他の領域（Ⅱ・Ⅲ・Ⅳの領域）

にも拡張することであると主張している9）。

　しかしながら，猿田が「伝統」と想定しているであろ

う10代後半の青年でも，特別支援学校高等部を卒業す

る知的障害のある青年の場合は，大学や短大に進学する

機会がほとんどないため10），教育対象としては「非伝統」

である。また，正規課程への進学者がほとんど存在しな

いことは，「定型」の教育機会を受ける場が確保されて

いないことを意味している。以上から，特別支援学校高

等部を卒業した知的障害のある青年は，「伝統・定型」（Ⅰ

領域）の教育機会がほとんど確保されていない存在であ

ることが明確である。それゆえ，知的障害のある青年の

場合は，まず正規課程教育への包摂が課題となる。

3．�今日における特別支援学校高等部卒業後にお
ける知的障害者の教育・学習システムの整理
とオープンカレッジの位置づけ

　【図2】は，特別支援学校高等部卒業後の教育・学習

システムについて，丸山啓史が2000年代半ばに行われ

た整理11）と，その後から今日までの実践動向を筆者が

整理したものである。

図 2　今日における特別支援学校高等部卒業後における学びの場の展開（筆
者作成）
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　丸山は，①障害者施設での教育的活動，②障害者青年

学級12），③オープンカレッジや公開講座，④特別支援学

校高等部等13）の専攻科の4つに整理している14）。これら

のうち，2000年代半ばまでは，大学を場とする学習機

会がオープンカレッジや公開講座だけであったために，

「高等教育の「代位」としての性格を有している」15）と

位置づけられていた。近年では，オープンカレッジや公

開講座は，「高等教育への接近の一環」16）であると変化

した。これは，大学教育に関わる知的障害者の教育・学

習システムが多様化してきたことと無関係ではない。

　その後，新たな教育・学習システムとして，まず，⑤

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスを活用して

運営する「福祉（事業）型専攻科」17）や「学びの作業所」

が登場した18）。さらには，ゆたかカレッジが運営母体で

ある福祉型専攻科「カレッジ福岡」が，2015年から4年

制に変更したことに伴って，4年制の専攻科教育＝「福

祉型カレッジ」19）として展開されるようになった。

　つぎに，⑥2013年10月に，NPO法人学習障害児・者

の教育と自立の保障をすすめる会を運営母体とする「見

晴台学園大学」20）が開校した。見晴台学園大学は，学校

教育法第1条に定められている大学の認可外ではあるも

のの，「大学に行きたくても，学力不足などのために諦

めざるを得ない発達・知的障がい青年たち」に対して大

学教育の門戸を開放し，「すでに在籍している発達・知

的障がい学生にとっても，友達ができ，学びがいのある

大学づくり」の可能性を実践から提起することを掲げて

いる21）。見晴台学園大学の開校に至るまでの経緯は以下

の2つである。1つは，見晴台学園高等部専攻科卒業後

にも学びたいという理由により，オーバーステイ（自分

自身の意思で修了年度以降も在籍すること）を選択する

学生が増えたこと，もう1つは，先述の有識者会議の委

員である田中が勤務していた愛知県立大学でオープンカ

レッジ「LD青年のための大学教育入門」を開催した中

で，「発達障がい児にも大学教育は可能であり必要だと

確信と見通し」22）を持ち得たことである。

　そして，⑦2003 ～ 2004年度に公開講座を行った神戸

大学が，2019年度から学校教育法第105条に定められて

いる「特別の課程」を活用して，履修証明制度に沿った

プログラム（「学ぶ楽しみ発見プログラム」）を実施して

いる23）。

　【図1】に沿って整理すると，オープンカレッジや公

開講座はⅣ領域に該当する取り組み，大学の履修証明制

度を活用したプログラムはⅡ領域に該当する取り組み，

見晴台学園大学はⅠ領域の外側（法定外の正規課程教育）

に該当するが，Ⅰ領域（法定内の正規課程教育）への包

摂を志向する取り組みと位置づけられる。

4．�特別支援教育の生涯学習化政策における「大
学の受け入れ」をめぐる論点

　田中や水野和代によれば，有識者会議の報告書は，知的

障害者の大学の受け入れに言及したと評価されている24）。

本節の目的は，大学に対して，具体的にどのような受け入

れ方を言及しているのかを明確にすることである。

　有識者会議の報告書では，「大学の受け入れ」は，「大

学という場所での学ぶ機会の提供」「大学による受け入

れ方」という2つの文脈で語られている。1つの「大学

という場所での学ぶ機会の提供」については，「大学に

おける学びの場づくりも，本人のニーズを踏まえた対応

の一つの有力な選択肢となりえる」25）と述べられている

ように，大学という場所での受け入れは確かに語られて

いる。

　論点となるのは，もう1つの，大学の受け入れ方であ

る。つまり，「学校卒業後の組織的な継続教育26）の検討」

として，「大学における知的障害者等の学びの場づくり」

という表現に見られる場合の，「学びの場づくり」をど

のように構想するのかという論点である。「大学におけ

る知的障害者等の学びの場づくり」の項目で，「我が国

においては，知的障害者等の大学在籍者は少数であり，

一部の大学において，一部の研究者を中心にオープンカ

レッジや公開講座を活用した多様な学びの機会を提供し

ている」27）現状と，「大学においては，諸外国の状況も

参考にしながら，その自主的な判断により，公開講座等

の機会の提供など，多様な学びの機会を提供することが

考えられる」28）という方策が述べられている。これは，

大学在籍者の少なさ（＝正規課程教育への包摂が十分に

なされていないこと）を現状として認識しながらも，オー

プンカレッジや公開講座の提供を方策として提示してい

ることである。國本真吾が「必ずしも高等教育機関への
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在籍を想定した意識ということではない」29）と指摘して

いるように，正規課程教育への包摂について曖昧さが残

ることになった。

　以上を【図1】を用いて整理したのが【図3】（次頁）

である。有識者会議の報告書における「大学の受け入れ」

は，大学という場所で受け入れること，つまり，Ⅰ領域

からⅣ領域までの全体で，障害者の学ぶ機会を大学とい

う場所で提供することが言及された。一方で，どのよう

な受け入れを構想しているのかについては，正規課程教

育（Ⅰ領域）の包摂が十分になされていない現状は認識

しながらも，正規課程教育（Ⅰ領域）への包摂を志向す

るのではなく，オープンカレッジや公開講座（Ⅳ領域）

に包摂の志向性を期待することになった。

5．オープンカレッジと公開講座の理解をめぐって

　そもそも，1990年代後半から取り組まれ始めた知的障

害者に対するオープンカレッジと公開講座との違いが，

研究者間で共有されてきたわけではない。オープンカ

レッジや公開講座の実践に取り組んでいる先行研究30）で

は，（知的）障害者を対象として，大学での生涯学習機

会を確保することを目的とする取り組みであることが共

通して語られており，オープンカレッジと公開講座の違

いがどこにあるのか明確ではない。

　一方で，オープンカレッジと公開講座には明確な違い

があるとする立場もある。例えば，大学が事業化して予

算をつけていれば「公開講座」，そうでなければ「オー

プンカレッジ」と把握する立場である31）。しかしながら，

愛知県立大学のオープンカレッジ「LD青年のための大

学教育入門」では，「オープンカレッジの費用は，大学

（生涯発達研究所）の予算で取り組めた」32）というよう

に，大学が事業化して予算をつけていなければオープン

カレッジであるという主張に対する反証事例が見られる。

　オープンカレッジと公開講座のそれぞれが実施される

ことになった経緯を鑑みれば，オープンカレッジは正規

課程教育への包摂の志向性がある一方で，公開講座は特

別支援学校（当時の養護学校）高等部卒業後における生

涯学習の機会と位置づけており，正規課程教育への包摂

の志向性を持たせていない。ここに両者の違いがある。

　まず，オープンカレッジは，1998年に大阪府立大学

社会福祉学部安藤忠研究室に所属していた研究生の建部

久美子の提案をきっかけに，「知的障害がある人の人権

（教育）の保障」「知的障害がある人の発達（変化）の保

障」「地域社会に対する大学の役割の変革・創造（のちに，

大学の貢献に変更）」という3つの理念のもと，開始さ

図 3　有識者会議の報告書における「大学の受け入れ」方の志向性（筆者作成）。
大学という場で学ぶ機会の提供という意味では，Ⅰ～Ⅳの領域全体に期待が
寄せられているが，受け入れ方については，Ⅳ領域に期待を寄せられている。
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れた実践である33）。具体的には，「（建部久美子が―引用

者）大阪府立大学社会福祉学部安藤研究室に研究生とし

て在籍し，その時，1996 ～ 97年に北欧3カ国をまわり，

現地のさまざまな福祉制度，福祉施設などをみてまわっ

た。知的障害を対象としたオープン・カレッジの構想が

生じたのはこの時期である。スウェーデンのあるデイケ

アセンターで，地域で開講されている学習の場に知的障

害の人がサポーターとともに行っていることを知り，そ

の時，生涯教育の必要性を強く感じ，わが国にも，「知

的障害の人のためのオープン・カレッジ」を開講しよう

と構想を立てた。帰国後，安藤教授に知的障害と高等教

育・生涯教育の必要性と可能性を伝えると，安藤教授も

その可能性にむかって一歩すすめることに合意した」34）

という経緯で始まった。

　1999年，安藤を会長，建部を事務局長とした「全国オー

プン・カレッジ研究協議会」が結成された。研究協議会

の紀要『オープン・カレッジ研究』35）の創刊号における巻頭

言で，安藤は，「知的障害のある人の高等卒業後の教育権

の保障が，公教育によって果たしがたい現実はあるにせ

よ，知的障害の軽重に会わせて，直ぐにでも実現可能な，

あるいは既に実施されている幾つかの方法がある」36）とし

て，①アメリカでのアファーマティブアクトに倣った特

別入試，②現在の大学教育カリキュラムの利用（科目等

履修生制度，研究生制度，聴講生制度の利用），③放送大学，

④通信教育制度の利用，⑤大学公開講座の利用，⑥生涯

学習諸制度の利用（障害者青年学級）を提示しており，「こ

の実践が拡大すれば，大学の公開や入試制度の変革など，

新たな展開が生まれる」37）と述べている。安藤が，アファー

マティブアクトに倣った特別入試や，入試制度の変革が

主張されていることは，オープンカレッジの延長線上に，

正規課程教育への包摂が志向されていることが確認でき

る。

　一方，公開講座は，1992年に東京学芸大学附属養護

学校高等部での進路学習「一日大学生」をきっかけとし

て，養護学校の進路指導担当教員を中心に結成された「養

護学校進路指導研究会」が1995年から東京学芸大学で

の大学公開講座「自分を知り社会を学ぶ」を開始した。

公開講座は，「「学校だけでは学びきれない。実生活の経

験を積んだ卒業後こそ本当に学べるのではないか」と考

え，他方で，卒業生たちの再学習・生涯学習の必要性を

痛感していた私たちは，大学が提供する生涯学習機会で

ある公開講座で知的発達障害のある青年のための「学べ

る内容」と「学びの支援方法」が実践できるのではない

だろうか」という経緯で始まった38）。

　養護学校進路指導研究会の中心メンバーである平井威

によれば，大井清吉（東京学芸大学名誉教授）が語った，

「知的障害者が大学に通っていいじゃない」という言葉

を現実化したのが大学公開講座であると捉えており，

「「大学に通う」という言葉は，一般的には「大学に学生

として入学する」ということだろう。しかし，大井は文

字通り「大学に学びに来る」と考えていた」39）と，「大

学に通う」という表現の意図を説明している。ここから，

公開講座は正規課程教育への包摂を志向していないこと

が明らかである。

　しかしながら，オープンカレッジの理解に関わって，

筆者が主張するオープンカレッジが正規課程教育への包

摂を志向しているという見解への反論，すなわち，先行

研究で，オープンカレッジは大学での開催にこだわらず，

出前カレッジや大学セツルメントの生涯学習版であると

言われているのだから，正規課程教育への包摂を志向し

ているとは評価できないのではないかという反論も想定

される。この根拠になるのは，「大阪府立大学はじめと

する同大学の教員および関係者による関西の数か所の

大学で，「出前カレッジ」として学生中心に取り組まれ

ているものである」40），「関西ではじめられたオープンカ

レッジは，「飛び出せ！オープンカレッジ」という合い

言葉が示すように，開催の場所は大学であっても，なく

てもいいのです。大学の教員，学生が生涯学習に貢献す

るというスタンスで，かつての大学セツルメントの生涯

学習版といったら失礼になるでしょうか。大学人が地域

の生涯学習の機関づくりに積極的に参加する。要望があ

れば，いつでも，どこでも出前カレッジを開催する」41）

といった理解である。

　建部は，「大学がまだ開講にいたらない地域において

は，「飛び出せ！オープン・カレッジ」として講師や学

生および受講生が各地に飛び出している。…中略…さら

に，開講前段階の地域においては，まず一般市民の人に

対して知的障害を有する人の生涯教育の必要性を認識し

てもらうために，学校，市役所，市民センターなどで説

明会および写真展を開催している」42）と述べている。こ
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のことから，オープンカレッジには，［段階1］大学で

開講できる地域は，大学を場としたオープンカレッジを

開催する，［段階2］大学が開講にいたらない地域では，

「飛び出せ！オープンカレッジ」として，アウトリーチ

活動に取り組む，［段階3］地域でも開講できない地域

では，説明会や写真展の啓発活動に取り組む，という3

つの段階が構想されていることが分かる【図4】。した

がって，オープンカレッジを「出前カレッジ」「大学セ

ツルメントの生涯学習版」という理解は，［段階2］「飛

び出せ！オープンカレッジ」に対する見解であれば妥当

であると考えるけれども，［段階1］に該当するオープ

ンカレッジに対する見解としては妥当ではない。

　以上の議論を踏まえると，まず，［段階1］に位置づ

く大学で開催するオープンカレッジは，Ⅳの取り組みな

がらも正規課程教育への包摂を志向している。つぎに，

［段階2］「飛び出せ！オープンカレッジ」，［段階3］説

明会・写真展は，Ⅳ領域の外側に位置づけられているけ

れども，大学で開催するオープンカレッジ（Ⅳ領域）へ

の志向性を有するものであると整理できる。

6．おわりに―結論と今後の課題―

　本研究は，オープンカレッジが正規課程教育への包摂

の志向性を有していること明らかにするのが目的であっ

た。本論文で得られた知見を整理・図式化したものが【図

5】である。2では，猿田による「教育対象の拡張」と「教

育の場の拡張」の軸を基に，Ⅰ（伝統・定型）・Ⅱ（非

伝統・定型）・Ⅲ（伝統・非定型）・Ⅳ（非伝統・非定型）

の4領域を設定し，これを分析視角とした。本研究で取

り上げている知的障害のある青年の場合は，大学進学率

の低さから，非伝統の教育対象，かつ，非定型の教育が

中心にならざるを得ないために，正規課程教育（Ⅰ領域）

への包摂が求められることを確認した。3では，知的障

害者に対する教育・学習システムを今日までの動向を含

めて整理する中で，2000年代半ごろでは，高等教育の

「代位」として位置づけられていたオープンカレッジや

公開講座は，2010年代以降に履修証明制度を活用した

プログラムや法定外大学（見晴台学園大学）が登場した

ことにより，「接近の一環」として位置づけ直されたこ

とを確認した。4では，有識者会議の報告書での「大学

の受け入れ」が具体的にどのような構想を持っているの

かについて，大学という場で学ぶ機会の提供には言及し

た一方で，正規課程教育への包摂は言及されず，その代

わりにオープンカレッジや公開講座に期待が寄せられて

いることを明らかにした。5では，研究者間でも共有さ

れてこなかったオープンカレッジと公開講座の違いにつ

いて，公開講座とは異なり，オープンカレッジには正規

課程教育（Ⅰ領域）への包摂の志向性があることを明ら

かにした。さらには，オープンカレッジ実践には，［段

階1］大学での開催→［段階2］地域での開催→［段階3］

説明会や写真展といった啓発活動といった3段階の構想

があることも明確にした（［段階2］［段階3］は，【図5】

におけるオープンカレッジがⅣ領域の外に出ている部分

である）。

　本研究の意義は，以下の3点である。①2000年代半ご

ろから整理されてこなかった知的障害者の教育・学習シ

ステムについて，2000年代半ごろ以降の実践動向も踏

まえて再整理したことである（3）。②猿田による分析視

角を手がかりにすることで，政策における「大学の受け

【図 4】オープンカレッジ実践の 3段階（建部 2001，11頁の記述を基に筆者作成）【図 4】オープンカレッジ実践の 3段階（建部 2001，11頁の記述を基に筆者作成）
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寺谷　直輝

入れ」が具体的に何を指すのかを明確にしたことである

（4）。③研究者間でも共有されてこなかったオープンカ

レッジと公開講座の違いについて，オープンカレッジが

正規課程教育への包摂の志向性が有していることを，そ

れぞれの歴史的経緯から明らかにしたことである（5）。

　今後の課題は，以下の2点である。①知的障害者の正

規課程教育への包摂にどこまでアプローチできているの

かを，今日に至るまでのオープンカレッジ実践の集積か

ら明らかにすることである。オープンカレッジ実践の先

行研究で，公開講座との違いが明確でないということを

述べたけれども，同時にこれは，オープンカレッジ実践

が正規課程教育への包摂の志向性を持たなくなってき

た，つまり，オープンカレッジが「公開講座」化してき

たという仮説が浮上するからである。②学校教育法の認

可外でありながら大学教育の可能性を追究しようと試み

る見晴台学園大学の実践が，実際に正規課程教育にどこ

まで応用できるのかを明らかにすることである。見晴台

学園大学は，法定外ながらも正規課程教育に準じた教育

機会を提供してきた。一方で，法定内の大学における正

規課程教育で応用することの可能性がどこまで有してい

るのかは明らかにしている過程にある。今後，約10年

近くにわたる見晴台学園大学の実践から，正規課程教育

への応用可能性を明らかにすることが求められる。
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